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提 案 概 要 

（北九州市立若松図書館 指定管理者） 

 

 団体名：TRC・ACE 共同企業体    

 

１ 指定管理者としての適性について 

（１）公立図書館の管理運営に対する基本的考え方（理念・基本方針） 

わたしたちは、北九州市及び若松区が抱える課題の解決に向けて、市民の生活を支える公

共施設として、図書館も積極的に取り組んでいかなければならないと強く認識しています。取

り組みの基本となるのが 「これからの図書館サービスのあり方について」及び「北九州市子ど

も読書活動推進条例」です。基本サービスの充実と新たな事業により、課題解決の実現を目指

します。地域社会を支える市民を巻き込みながら、一人ひとりの挑戦や変化を助け、「知の拠

点」として市民生活に定着した図書館の実現を目指します。 

株式会社図書館流通センターとNPO法人北九州スポーツクラブACEによる共同企業体で

の運営を行います。図書館の基本サービスについては、専門企業である TRC がこれまで以上

に適切かつ効果的に提供します。イベント等の事業については、これからの図書館サービスの

あり方についての 5 つの視点をもって、あらためて開催意義や目的・効果を ACE と共同で検

証したうえで、継続・発展させます。地域の魅力を発信し、地域の課題を解決する図書館としま

す。 

（２）安定的な人的・財政基盤 

 TRC・ACE ともに、財務諸表を参照いただければ、売上高等の企業の安定性を示す指標か

らも良好な財務状況と業務遂行に適切な経営体質が備わっていることが確認いただけます。 

 スタッフが安心して働くことのできる労働環境整備と安定雇用のために、図書館で働くスタ

ッフに特化した、独自の人事制度や福利厚生制度、研修制度を確立しています。北九州市をは

じめとした九州内に６00 人を超える図書館スタッフを有しています。 

（３）管理運営実績や専門的な知識を有する 

 図書館総合支援企業として全国で 5８２館の図書館運営に携わり、地域の課題と向き合いな

がら、それぞれの施設に合わせたサービスの提供を行い、地域に密着した事業展開を進めて

きました。これらの事業を推進するための会社体制を確立するとともに、各部署には図書館を

支えるための様々な資格所有者が在籍しています。また、様々なイベント開催実績のある

ACE と共同で運営することにより、異なる視点で新たな図書館サービスを提供します。 

 

２ 管理運営計画の適確性 

【有効性】に関する取り組み 

（１）施設の設置目的の達成に関する取り組み 

 資料管理や書架整理といった図書館業務の基本的な部分をあらためて見直し、市民サービ

スの向上と業務の効率化を目指します。利用者である市民の皆様に気持ち良くご利用いただ

くために、スタッフ全員が接遇についての意識を高めるために、研修を強化します。 

 幼児から高齢者まで、多くの方に図書館に来館してもらい、読書に親しんでもらうための

様々な事業を企画します。読書のきっかけとなるような体を動かす企画といった新たな取り

組みにも挑戦します。企画に際しては、世代間の交流が生まれるような工夫を凝らします。 

地元 NPO である ACE と共同企業体を形成することで、より地元に密着した運営を行うこ

とができます。図書館まつりの開催や若松みなとまつりへの参加といった、市民と一体となっ

た企画の開催により、地域の活性化につなげます。 



 

（２）利用者の満足度 

 利用者が抱えている課題、求めている情報を正しく理解・把握し、迅速かつ確実な課題解決

につなげるため、課題解決の基本であるレファレンスサービスを強化します。日々の業務での

対応だけでなく、研修によるスタッフ育成に努めます。 

 より多くの市民に図書館の存在を知ってもらい、図書館が地域のふれあいの場となり、住民

交流を促す施設となるため近隣施設への出張読み聞かせ等のアウトリーチサービスを行いま

す。近年、社会的な問題となっている、子どもの貧困問題にも対応するため、子ども食堂への

出張おはなし会を実施します。子どもの学習支援にもつなげていきます。 

 

【効率性】に関する取り組み 

（１）指定管理業務に係る経費について 

指定管理者として適正な予算執行を心がけます。経費縮減と図書館サービスの向上のバラ

ンスをよく考え、両輪で回していくことが重要であると考えます。常にコスト意識を持ち、課題

を出し、改善策を講じ、検証を繰り返します。最低限のコストで、利用者に喜ばれるサービスの

提供と充実を実現できると考えます。毎月、業務の進捗と予算の執行を確認し、予算を効果的

に使えているかを確認し、計画を調整します。ＰＤＣＡサイクルによる継続的な見直しにより、

予算を最大限効果的に使用できるように努めます。 

（２）収支計画の妥当性及び実現可能性 

わたしたちは提供するサービスの質を低下させることなく、あらゆる面で業務の見直しや改

善を行います。汎用的に導入できる改善内容をまとめた「業務改善ガイドライン」を参考に実践

します。また、本社及び九州支社で集中して管理できる業務は専門部署による処理を行いま

す。全国で多くの図書館の運営に携わるわたしたちだからこそできる管理体制です 

 

【適正性】に関する取り組み 

（１）管理運営体制など 

館長を中心とした次長及び各部門責任者による責任者グループを形成し、情報共有、スタッ

フ配置・研修等の検討を行い、生涯学習の拠点、情報発信の場となることを目指します。また

責任者グループは、現在も責任者として業務を行っているスタッフを可能な限り継続登用し、

安定的な運営を行っていきます。また、館長については、既に館長経験のある経験豊富な人物

を配置します。 

本社内に図書館運営に特化した専門部署を設置し、図書館現場をバックアップします。 

公共図書館で働くために必要な資質の育成のための理念をしっかりともち研修を行いま

す。体系的な研修プログラムにより、スタッフの経験等に即した研修を行います。 

（２）平等利用、安全対策、危機管理体制など 

様々な自然災害や人的トラブルの事例を元に「危機管理マニュアル」を制定しています。本マ

ニュアルでは、災害対応と人的トラブルの両面から、汎用的な危機管理スキームを定めていま

す。万が一危機管理事案が発生した際には利用者の安全を第一に考え、迅速に対応します。 

また事件・事故は何よりも未然に防ぐことが重要と考え、日々の業務の中での安全管理を徹

底します。災害等が発生した場合は、人命を第一に、早急にサービスが開始できる体制を構築

します。発災時には、立場や役割を超えて協力します。 

 

 提案額（千円） [千円未満切上げ] 

６年度         72,799 千円 

７年度         72,799 千円 

８年度         72,799 千円 

９年度          72,799 千円 

１０年度         72,799 千円 


